



























る。「わが国の場合，昭和37 年改正商法の287 条ノ2 に引当金の規定を新設
するに際して，上記のごとき偶発事象の会計に関する法会計学的認識が欠如
していたために，引当金に関する法解釈論がひとり歩きをはじめてしまい，
やがて商法287条ノ2 の引当金は， 商法特有の引当金であって， 利益留保性
引当金を許容するものであるというごとき独断論におちいってし まった。こ
の法解釈論から，特定引当金という新しいカテゴリーが生 み 出さ れ， わが
国の引当金会計は世界に類をみないような混迷の実情を 現 出し た のであっ
た1）。」そしてさらに続けて，引当金会計の原点は偶発事象の会計にあること

















が1975 年3 月に公表したStatement of Financial Ac-counting Standards No. 5 
“Accounting　for　Contingencies"  (以下SFASNo. 5 
と略称する)') 国際会計翁準委員会(International Accounting StandardsCommittee)
が1978 年10 月に公表したInternational Accounting Standard10,
 "Contingencies and Events Occuring After the Balance Sheet Date ”(
以下IAS No. 10 と略称する)および イングランド・ウェールズ勅許会計士協会(The
Institute of Chartered Accountants in England and Wales)が1980年8
月に公表したStatement of Standard Accounting Practie No.  18 “Ac-counting for
Contingencies"  (以下SSAP No. 18 と略称する)がある。　
そこで先ず，「偶発事象」の概念をこれら会計原則における定義をよ り ど
ころとして考えてみよう。







またIAS No. 10 ではパラグラフ3 において以下のように定義 を し て い
る。「偶発事象とは，ある状態または状況であって，その最終的な結末として
の利得または損失が，不確定な事象の発生または不発生によってのみ確認さ








































ところで，偶発事象のうち，通常は偶発損失のみが認識される こ とに な
り，偶発利得は認識されなねヽ。これは，現行の会計原則が実現主義を収益認
識の基本原則としていることからすれば当然であろう。SFAS No. 5,  IASNo.
































のである。たとえば,  SFAS No.  5はこの立場をとっており，偶発損失計上
を一定の条件のもとに認め， その論拠を「たんに原価(cost)を各会計期間に
配分する方法9)」であるという点に求めている。　他方,  IAS No. 10, SSAPNo.























この方法にもとづき偶発損失を処理する立場をとるSFAS No. 5 の内容を
以下検討してみることにしよう。






これらの用語については,   probableこ将来，偶発事象が発生する見込みで
ある,   reasonably possible ＝将来，偶発事象が発生する機会は見込みがある
というほどでは ない が， その機会は僅かでもない,   remote
 ＝将来，偶発事
象の発生する機会はほんの僅かであるといった説明がそれぞれ なさ れてい
る。つまり，将来における偶発事象の発生の可能 性0 高 さは,
   proiDable＞reasonably















が許容されうるとい うことを意図してい る。 このことはSFAS No. 5 にお
ける財務会計観および財務諸表観から導き出されたものである。すなわち，SFAS
No. 5 では会計原則審議会(Accounting Priaciples Board) のステイト
















ところで，偶発損失の計上は，これらa),   b)の条件を充足しなければ計上
されえないのであるから, a), b) の条件が充足されえない場合がreasonablypossible
もしくはremote な状況といえるのではないだろう か。逆にいえば，a),
   b) の条件が充足されている場合がprobable といえるだろう。 そこで，a),
   b)の条件が満たされない場合につ い て，SFAS No. 5 はそれらの偶発
74　　　　　・
事象を財務諸表上開示することを要求している。この場合には(イ)財務諸表





























































を総合的に包括しているといいうる。かつて，中島教授はSFAS No. 5 の内
容を考慮されたうえで，偶発損失と企業会計原則の負債性引当金計上の要件






















）SFAS No. 5 以前に存在した偶発事象に関する会計原則とし ては，アメリカ公
認会計士協会が1958年10月に公表した会計研究公報第50号「偶発事象」（Account-　　ing Research Bulletins
No. 50, “Contingencies" ）および同協会が1961 年
9 月に公表し た会計研究公報「改訂版」，第6 章「偶発損失準備金」（Accounting　　Research Bulletins No 43,
“Restatement and Revision of Accounting Re-　　
search. Bulletins," Chapter 6 “Contingency　Reserves" ）があるが，SFAS　　No. 5
の公表によりこれら二つの原則は廃棄されることとなった（SFAS No. 5,　　par. 7
）。　　　
また，FASB は1975年12月にSFAS No. n "Accounting for Contingen-　　cies
－Transition Method: an Amendment of FASB Statement No. 5" を
公表しているが， これはそのサブタイトルにもあるように,    SFAS No. 5 を適
用七たさいに生ずる会計原則の変更にともなう処理法に関し てのみ言及したもの
であって,    SFAS No. 5 における偶発事象の会計の本質に対する変更を意図し
たものでは全くない。　その内容を一言でいうならば,   SFAS No. 5 では会計の
変更にともないこれを「累積的影響法」（cumulative‘effect method ）により処
理することを勧告したのであるが，SFAS No. n では「過年度修正法」（prior　　period
adjustment method ）を採用することを勧告している。これらの点 の 詳
細については穐山幹夫稿「FASB ステイトメソト第11号・偶発事象の会計」（企
業会計28巻7 号）を参照されたい。　4
）SFAS No. 5, para.　2　5
）SFAS No. 5 ではgain  contingency およびloss contingency とい う用語を














（損失）可能性』とす る定 義の方がずっとす ぐれてお り，現実的なものである。』
7）SFAS No. 5, para. 17　　　IAS No. 10,
 para.  29　　SSAP No. 18,
 para.  17　8
） 沼田嘉穂稿「会計におけ る将来 の見越計 算一 引当金 の実体についてー 」会
計ジ ャーナル　10 巻13 号　9)
    SFAS No. 11, paras. 61, 63　　　SFAS No. n
ではこのように，偶発損失 の計上を 純 粋に期間損益計算の観点
から論拠づけ てお り，支払 能力 の保持，将来の損失に 対する基金の設定，あ るい
は利益の平準化， また，不 規則に発生する原価を 各会 計期 間に配分することに よ
って各会計期間 の顧客や 株主に負担せし めるべきであ るとい った観点から，この
損失 の計上を行なわしめ るような考え方を一 切否定し ，これを 排除し てい る。10
） 川 口順 一稿「偶発事 象お よび後発事象（案）の解説」 会計ジ ャーナル　9 巻9 号11
） 川 口順一稿　 前掲論文　 ただし, （イ）, （^) ，（ハ），（ニ）とい う記 号は筆者が
便宜的に付し たものである。12
）SFAS No. 5, para. 313
）Ibid ・， para. 8　　　IAS No. 10
お よびSSAP No. 18 もほぼこれと同 様 の条件を偶発 損失計上 の
条件 とし ている。た とえば，工AS No. 10 では 偶発損失 の引当計上に関し て次 の
よ うに述べ ている。「偶発損失 の金額は，（a）関連する回収可能性を考慮に入れた
上で もなお，貸借対照表日現在におけ る資産の損傷や 価値減少あ るい は負債の発
生か 将来 の事 象に よって確認される可能性が かな り大 き く，かつ，（b）結果とし
て生じ る損失 の合理的 見積額が決定 できる場 合損益計 算書に引当計上されなけ れ
ばならない。」（IAS No. 10, para. 27 ）。なお，ここで『可能性がかな り大き く』
とい う表現は英文ではprobable である。　　　
他方SSAP No. 18 も偶発損失 の計上に関し て次の よ うに 規定し ている。　　
「取締役会により財務諸表が承認される日に おい て， 合理的 かつ正確に損失 を
見積ることが，将来 の事象に よっ てほぼ確実 に確認す るこ とが できる場合，偶発
損失 は財務諸表上計上される。」（SSAP No.  18, para.　3）。　ここでい う「ほぼ確
実に」は英文ではprobable とい う表 現であ る。u
） 財務諸表 目とはdate of financial statements O 訳であ り， そ れは「財務諸
表 の表示対 象となる直近 の会計 期間の期末」を意味す る（SFAS No. 5 ， p. 4）。15
）SFAS No. 5, para. 6716
）Ibid ・，paras. 11,12　　　IAS No. 10 
も偶発損失が当期に計上 される条件が 不充 分なので，開示 のみが




















またSSAP No. 18 においても，偶発事象の性格，最終的な結果に影響を及ぼ
すと思われる不確実性および財務的影響についでの慎重な見積りもし くはそのよ
うな見積りができないという表明のいずれかを開示することが要求さ れ てい る
（SSAP No. 18, para. 5 ）。　SFAS No. 5, para.
 4　
中島省吾稿「偶発事項の会計的開示FAS 基準書5 号に関連し て」 税経セ
ミナー　21巻:L号
19） 黒沢清稿　前掲論文20
） 黒沢清稿　前掲論文
